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　令和元年度エリアマネジメント実務勉強会を開催いたしましたので報告いたします。
　近年、我が国においてエリアマネジメントの取組事例が全国的に増えつつあるものの、エリアマネジメントの内容
がよく分からない、具体的なイメージが湧きにくいといったご意見やお考えがまだまだ多く聞かれます。
　勉強会は、このような状況を受け、我が国のエリアマネジメント研究の第一人者である保井美樹先生、国土交通省、
先進的に取り組む４つの事例の当事者をお招きして、一般財団法人都市みらい推進機構とエリアマネジメント人材
育成研究会 （都市計画学会研究交流分科会Ａ、http://areamanagement.info/） の２者の主催により実施しました。
　当日のプログラムのなかでは、「エリマネ人材に求められ
る第一は"まちへの愛着"。サラリーマンに求められることと
異なるこのポイントが大事」「事業こそが街を支える人材育
成の機会」「多様なチームでしかできない、でもその多様性
は地域ごとに異なっていていい」etc... エリアマネジメントの
具体的なキーワードが続出しました。

地元主導によりまちづくりの体制を構築し、官民の連携によって地域にあっ
たルールづくりを進め、地元が主体的に運用すること等によって、まちの
ブランド力の維持・向上を目指す取組み。

○ 東京都中央区では市街地開発事業指導要綱に基づき、敷地面積 100 ㎡以上の建築
計画について区との事前協議が必要であるが、区長に認定された「デザイン協議会」
のある地域では、建築計画および確認申請を伴う工作物について、法的手続きの前
に、デザイン協議会との事前協議を必要としている。
○ 銀座地区（銀座 1丁目から 8丁目まで）では、協議型のまちづくりを目指すため
の組織として、平成 18 年に区長が「銀座デザイン協議会」を指定（第 1号）。
○ これに基づき、銀座デザイン協議会が、一定規模以上の開発計画や工作物などに
ついて、開発業者と協議を行い、銀座の街にふさわしい計画（デザイン等）をコン
トロールしている。

❸ご報告　令和元年度 エリアマネジメント実務勉強会の実施について

❹企画記事　官民連携のまちづくり事例のご紹介

実施概要
　日　時：令和元年１１月１９日（火）13：00 ～ 17：00
　参加者：77 名（地方公共団体 20 名、民間等 57 名）

プログラム
　講演会
①オープニングスピーチ
保井 美樹氏（法政大学教授、全国エリアマネジメントネットワーク副会長）
②国土交通省からの情報提供
三浦 良平氏（都市局まちづくり推進課官民連携推進室長）
③エリアマネジメント事例報告
名畑 恵 氏（錦二丁目エリアマネジメント株式会社）
中 裕樹 氏（森ビル株式会社 タウンマネジメント事業部 虎ノ門ヒルズエリア運営

グループ）

岡部 青洋 氏（多治見まちづくり株式会社）
奥河 洋介 氏（一般社団法人まちのね浜甲子園）

オープントーク
①エリアマネジメントをどう進めるか
②エリアマネジメントのプレイヤーとは･･･

銀座のエリアマネジメント
　東京都中央区
　平成 18年　 ～  ※ 銀座デザイン協議会の発足年※

【資料】 銀座街づくり会議 銀座デザイン協議会HP（http://www.ginza-machidukuri.jp/）、銀座デザインルール（第二版）、「ローカルルールによる都市再生（川崎興太著、鹿島出版会）」、国土交通省社会資本整備審議会「新たな時代
　　　の都市マネジメント小委員会」資料（http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s204_management01_past.html）など

資料：銀座街づくり会議 銀座デザイン協議会HP
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□ 東京都文京区関口 1-23-6 プラザ江戸川橋ビル 201 号
□ 電話  /  FAX   :　03-5261-5625 / 03-5261-5629
□ Ｅ - mail    ：　kikaku@toshimirai.jp
□ Ｕ Ｒ Ｌ     ：　http://www.toshimirai.jp

一般財団法人都市みらい推進機構

発行責任者　事務局長 水沼義陽
IFUD
Institute for Future Urban Development

平成 24 年 3月に新しい公益法人制度に基づき内閣総理大臣
より公益性の高い非営利型の一般財団法人への移行認可を
受け、設立以来今日まで、まちづくりに関するさまざまな
事業を実施しています。

当機構は、「新しい都市拠点形成等の都市活性化に関する総合的な調査・研究、情報・
資料の収集等、民間の技術と経験を活かしつつ、地域社会と調和した活力ある都市づく
りの推進を図ること」を目的として昭和 60 年 7月 29 日に設立された財団法人です。




